
                                                        別紙 
 

新（改正後） 旧（改正前） 
 

別添１ （略） 

 

別表 （略） 

 

別添２ 

 

社会・援護局所管一般会計補助金等に係る承認基準の特例 

 

１（１）～（５）（略） 

 

 （６）地方公共団体が行う経過年数が１０年未満の社会福祉施設等の補助施設等の一部の 

転用であって、次の条件をいずれも満たす場合 

   ① 転用後の用途が別表に掲げる高齢者、障害者、児童等の福祉に関する施設等（厚   

生労働省所管の補助金等の対象となる事業に係る施設等に限る。）であること。 

   ② 当該地方公共団体が当該事業に係る社会資源が当該地域において充足している

ものとの判断の下に行うものであること。 

  （注）一部の転用に当たるかどうかは、転用後も当初の補助対象事業等が継続されて

いることで判断される。 

※社会福祉施設等の補助施設等 

社会福祉施設等施設整備費、社会福祉施設等設備整備費国庫負担（補助）金、保健衛 

生施設等施設整備費、保健衛生施設等設備整備費国庫補助金（障害者関連施設に係るも

のに限る。）及び障害程度区分認定等事業費補助金（障害者就労訓練設備等整備事業）

 

別添 （略） 

 

別表 （略） 

 

別添２ 

 

社会・援護局所管一般会計補助金等に係る承認基準の特例 

 

１（１）～（５）（略） 

  

（新規） 
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の補助事業により取得した保護施設（救護施設他）、障害（児）者関連施設（障害者支

援施設・身体障害者社会参加支援施設他）等並びに地方改善施設整備費及び地方改善施

設設備整備費補助金により取得した施設等 

 

２ 国庫納付に関する承認の基準の特例 

  地方公共団体以外の者が行う経過年数が１０年未満の社会福祉施設等の補助施設等の 

一部の転用（※）であって、次の条件をいずれも満たす場合については、厚生労働省承 

認基準第３の２の（１)に規定されていないものについても、同項に規定するものとし 

て取り扱うことができることとする。 

  なお、本取扱いによる場合には、厚生労働省承認基準第３の２の（３）に規定する再 

処分に関する条件が付されるものとする。 

  ① 転用後の用途が別表に掲げる高齢者、障害者、児童等の福祉に関する施設等（厚   

生労働省所管の補助金等の対象となる事業に係る施設等に限る。）であること。 

  ② 当該事業に係る社会資源が当該地域において充足していること。 

  ※一部の転用に当たるかどうかは、転用後も当初の補助対象事業等が継続されている   

ことで判断される。 

 

３ 社会福祉施設等施設整備資金貸付金及び保健衛生施設等施設整備資金貸付金により取 

得した財産の処分（保健衛生施設等施設整備資金貸付金については、障害者関連施設に 

係るものに限る。） 

  社会福祉施設等施設整備資金貸付金及び保健衛生施設等施設整備資金貸付金（以下「貸 

付金」という。）の貸付けを受けて取得した財産の処分を行う場合、補助金等と同様の取

扱いとする必要があることから、当該承認基準の特例を準用するものとする。 

  ただし、貸付金により取得した財産の処分に係る事務については、地方厚生（支）局 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 社会福祉施設等施設整備資金貸付金及び保健衛生施設等施設整備資金貸付金により取 

得した財産の処分（保健衛生施設等施設整備資金貸付金については、障害者関連施設に 

係るものに限る。） 

  社会福祉施設等施設整備資金貸付金及び保健衛生施設等施設整備資金貸付金（以下「貸 

付金」という。）の貸付けを受けて取得した財産の処分を行う場合、補助金等と同様の 取

扱いとする必要があることから、当該承認基準の特例を準用するものとする。 

  ただし、貸付金により取得した財産の処分に係る事務については、地方厚生（支）局 
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長に委任されていないので留意すること。 

 

別表（申請手続の特例（包括承認事項）とする財産処分後の施設等・国庫納付に関する条

件を付加しない財産処分後の施設等） 

 

・児童福祉施設（助産施設、乳児院、母子生活支援施設、児童厚生施設、児童養護施設、

情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター） 

・婦人保護施設 

・児童相談所 

・婦人相談所 

・保育所（分園を含む） 

・認定こども園 

・小規模保育事業所 

・次世代育成支援対策推進法第１１条第１項に規定する交付金に関する省令（平成１７年

厚生労働省令第７９号）第１条第２項に規定する施設 

・母子・父子福祉施設 

・母子健康センター 

・放課後児童健全育成事業を実施するための施設 

・病児保育事業所 

・病児保育施設 

・保護施設（救護施設、更生施設、授産施設、宿所提供施設） 

・社会事業授産施設 

・地域福祉センター 

・隣保館 

・生活館 

・ホームレス自立支援センター 

・へき地保健福祉館 

・障害福祉サービス事業を行う事業所（療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、

就労継続支援、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入所、共同生活援

助、児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援） 

・障害者支援施設 

・身体障害者社会参加支援施設 

・児童福祉施設（障害児入所施設、児童発達支援センター） 

・相談支援を行う事業所（障害者総合支援法及び児童福祉法に規定するもの） 

・移動支援を行う事業所（障害者総合支援法に規定するもの） 

・地域活動支援センター 

・福祉ホーム 

・応急仮設施設 

・地域移行支援型ホーム 

・障害者総合支援法に規定するその他の施設 

長に委任されていないので留意すること。 
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・地域密着型特別養護老人ホーム 

・小規模な介護老人保健施設 

・小規模な養護老人ホーム 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

・都市型軽費老人ホーム 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

・認知症対応型デイサービスセンター 

・介護予防拠点 

・地域包括支援センター 

・生活支援ハウス 

・緊急ショートステイ 

・介護関連施設等における施設内保育施設 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 

別紙様式１～別紙様式３（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式１～別紙様式３（略） 

 


